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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

２．売上高は消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という）抜きの金額である。  

３．１株当たり四半期（当期）純損失のため、記載していない。 

  

回次 
第102期

第３四半期 
連結累計期間 

第102期
第３四半期 

連結会計期間 
第101期

会計期間 
自平成20年４月１日
至平成20年12月31日 

自平成20年10月１日
至平成20年12月31日 

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日 

売上高（百万円）  441,037  133,626  647,846

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
 △3,291  △6,464  11,222

四半期（当期）純損失（△） 

（百万円） 
 △7,627  △7,057  △10,310

純資産額（百万円）  －  113,553  128,997

総資産額（百万円）  －  







 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。 

  

２【経営上の重要な契約等】 

３【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成21年２月13日）現在において当社グループが判断したも

のである。 

 なお、当連結会計年度は四半期報告制度の適用初年度のため、比較分析に用いた前年同期数値は監査法人によるレ

ビューを受けていない。 

  

(1) 業績の状況  

 当第３四半期累計期間における世界経済は、米国の金融危機が実体経済に及ぼす影響が鮮明になり、景気は世界的

規模で後退した。特に第３四半期会計期間に入り、その動きは加速度的となり、わが国においても、個人消費、企業

設備投資などが大きく減少していることに加え、円高の進行により企業業績が急激に悪化している。 

 当社グループにおいては、建設分野における需要低迷が続いたほか、国内外で販売台数が減少している自動車業界

向けの各種製品の販売が減少した。さらに、第２四半期会計期間までは比較的堅調な動きを示していた電機・電子関

連分野への販売も第３四半期会計期間に入り急激に減少するなど、各分野の事業環境は非常に厳しいものとなった。

 当社グループの当第３四半期連結会計期間の業績については、売上高は、前年同期の1,592億69百万円に比べ256億

43百万円(16.1%)減の1,336億26百万円となり、収益面では、営業損益は前年同期の41億44百万円の利益から83億11百

万円悪化の41億67百万円の損失となり、経常損益は前年同期の27億14百万円の利益から91億78百万円悪化の64億64百

万円の損失となった。また、四半期純損益については、前年同期の３億17百万円の利益から73億74百万円悪化し、70

億57百万円の損失となった。 

 なお、平成21年１月８日付開示資料「当社子会社による防火設備個別認定の不適切な取得および防火認定仕様と異

なる仕様の製品を販売いたしました件について」ならびに平成21年１月15日付開示資料「業績予想の修正に関するお

知らせ」において「算定中」としていた本件に係わる改修費用等の発生額については、算定の結果、11億円と見積も

られたので、この全額を当第３四半期連結決算において特別損失に計上している。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

（アルミナ・化成品、地金） 

 アルミナ・化成品部門においては、建材向け水酸化アルミニウムの出荷低迷が続いたことに加え、第３四半期会計

期間に入ると、景気後退により耐火材向けアルミナ、電機・電子材料向けアルミナ・水酸化アルミニウムや化学品関

連製品の販売量に減少が見られ、加えて、急激な円高により輸出が大幅に減少した。また、主原料であるボーキサイ

トの価格上昇、品位低下による原単位悪化によるコストアップや減価償却方法の変更に伴う償却費の増加などが収益

を圧迫した。 

 地金部門においては、主力である自動車分野向け二次合金の販売で、自動車販売の不振を受け第１四半期以降低迷

が続いてたが、第３四半期に入り自動車メーカーおよび自動車部品メーカーにおいて急激な減産が行われたことから

大幅に減少した。また、合金地金の販売価格も指標となるＬＭＥ（ロンドン金属取引所）価格の急落により下落し、

売上高減少の一因となった。 

 以上の結果、アルミナ・化成品、地金セグメントの売上高は前年同期に比べ117億59百万円(29.5%)減の280億85百

万円、営業損益は前年同期の19億95百万円の利益から23億62百万円悪化し、３億67百万円の損失となった。 

（板、押出製品） 

板部門においては、建材向けなどの需要低迷が続いたことに加え、電機・電子分野で、回復を示していた半導体・

液晶製造装置向け厚板、箔地（箔用の板）なども顧客の急激な在庫調整や減産により販売量が大幅に減少した。ま

た、販売価格が、指標となる地金価格の急落により大幅に下落したこと、燃料や副資材価格の高止まり、減価償却方

法の変更に伴う償却費の増加などが収益を圧迫した。 

押出部門においては、トラック向け部材、建築関連で販売量の減少が続き、自動車部品、電機・電子の分野など

も、 幅ど(ѧ 加 Ὲ の

板部門においてはᾼ 単 ס͆ ᴃ





②基本方針の実現に資する特別な取組み 

 当社グループは、「アルミにこだわり、アルミを超えていく」という経営理念のもと、「アルミニウム」という

ユニークで優れた特性を有する素材の可能性を開拓することによって、企業価値の持続的向上に努めている。 

 当社グループの事業を大きな川に例えると、ボーキサイトを原料とするアルミナ・化成品の製造が も上流の工

程となり、次いでアルミ地金・合金地金の製造が続く。さらにアルミを素材として、アルミ板、アルミ押出製品、

建材、各種加工製品に至る広範な領域において事業展開している。こうした事業形態により、当社グループはわが

国唯一の「アルミ総合一貫メーカー」としての特色を有しており、今後ともグループの幅広い有形・無形の経営資

源を活かし、高品質の商品・サービスを提供していく。 

 当社グループは、前連結会計年度を初年度とする３ヵ年の「中期経営計画」を策定し、この中で以下の８項目を

基本方針としている。 







①当社は、旧商法に基づき新株予約権付社債を発行している。 

2009年９月30日満期ゼロ・クーポン円建転換社債型新株予約権付社債（平成16年７月26日発行） 

 （注）当社が本社債の全部を任意に償還する場合には、当該償還日の５銀行営業日前までとする。また、当社が本社債

につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益喪失時に行使期間は終了する。 

  

②当社は、会社法に基づき新株予約権付社債を発行している。 

2016年９月30日満期ゼロ・クーポン円建転換制限条項付転換社債型新株予約権付社債（平成18年７月21日発行） 

（２）【新株予約権等の状況】 

  
第３四半期会計期間末現在 

（平成20年12月31日） 

新株予約権の数（個）  1,990

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数 1,000株  

新株予約権の目的となる株式の数（株）  28,570,714

新株予約権の行使時の払込金額（円）  350

新株予約権の行使期間 

平成16年８月９日～ 

平成21年９月16日   

（注）             

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   

資本組入額  

350

175

新株予約権の行使の条件   各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
  新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付され

たものであり、社債からの分離譲渡はできない。 

代用払込みに関する事項 

  本新株予約権１個の行使に際しては、当該新株予約権

に係る本社債を出資するものとし、当該社債の価額は、

その発行価額と同額とする。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

新株予約権付社債の残高（百万円）  9,957

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成20年12月31日） 

新株予約権の数（個）  4,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 
普 第３四Ò

新株 新



 （注）１．当社が本社債の全部を任意に償還する場合には、当該償還日の５銀行営業日前まで、本新株予約権付社債の

所持人の選択による繰上償還（プットオプション）によりその保有される本社債を償還する場合には、本新

株予約権付社債の所持人により新株予約権行使受付代理人兼支払代理人に対して取消不能の償還請求書が預

託されるまでとする。また、当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益喪失時に行使

期間は終了する。 

    ２．  １）各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

   ２）(1) 平成18年８月４日から平成27年７月１日まで（当日を含まない。）の間、本新株予約権付社債権

者は、いずれかの四半期（３月31日、６月30日、９月30日又は12月31日に終了する３ヶ月間）の

終取引日（取引日とは、株式会社東京証券取引所の営業日で、かつ、その日の終値のある日で

ある。）時点で、かかる四半期の 終取引日に終了する連続した30取引日のうちの20取引日にお

ける当社普通株式の終値が、かかる各取引日に有効な転換価額の120％（１円未満切捨て。）を

上回っていた場合を除き、本新株予約権を行使することはできない。かかる条件が満たされた場

合、本新株予約権付社債権者は本新株予約権を翌四半期の初日から 終日までの間に行使するこ

とができる。 

     (2) 平成27年７月１日以降のいずれかの取引日に当社普通株式の終値が、かかる取引日に有効な転換

価額の120％（１円未満切捨て。）を上回った場合、本新株予約権付社債権者は、当該日後いつ

でも本新株予約権を行使することができる。         

     (3) 上記(1)及び(2)に定める本新株予約権行使の条件は、以下の期間中は適用されない。 

① （ａ）株式会社日本格付研究所若しくはその承継格付機関（以下「ＪＣＲ」という。）及び

株式会社格付投資情報センター若しくはその承継格付機関（以下「Ｒ＆Ｉ」という。）の当

社の長期債務格付がいずれもＢＢ＋以下である（格付がなされていない場合は、当該格付機

関による格付はＢＢ＋以下であるとみなす。）期間、（ｂ）当社の長期債務格付に関しＪＣ

Ｒ又はＲ＆Ｉのいずれからも格付がなされていない期間、又は（ｃ）ＪＣＲ又はＲ＆Ｉのい

ずれからも、当社の長期債務格付が停止若しくは撤回されている期間 

② 当社が、本新株予約権付社債所持人に対し、当社の選択による本社債の繰上償還に係る通知

を行った日後の期間 

③ 当社が組織再編等を行う場合、組織再編等の効力発生日の30日前から、かかる効力発生日の

１暦日前の日までの期間 

  

 該当事項はない。 

  

（３）【ライツプランの内容】 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

 平成20年10月１日～ 

 平成20年12月31日 
 －  545,126  －  39,084  －  27,743
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 当第３四半期会計期間において、バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社及びその共同保有者であ

るバークレイズ・グローバル・インベスターズ、エヌ・エイ、バークレイズ・グローバル・インベスターズ・リミ

テッド、バークレイズ・キャピタル・セキュリティーズ・リミテッドより平成20年12月15日付で大量保有報告書

（変更報告書）の提出があり、平成20年12月８日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けたが、株主名簿

の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができない。なお、その大量保有報告書（変更

報告書）の内容は次のとおりである。 

   

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしている。 

  

①【発行済株式】 



②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が 2,000株ある。なお、当

該株式は「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれている。 

  

【当該四半期累計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

  平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

当社 
東京都品川区東品川２

丁目２番20号 
 696,000  －  696,000 0.13     

タカコー建材株式会社 
茨城県水戸市笠原町

1532番地３ 
 52,000 －  52,000 0.01     

株式会社東邦アーステック 
新潟県新潟市中央区東

中通１番町86番地51 
 1,000 －  1,000 0.00     

計 －  749,000  －  749,000 0.14     

２【株価の推移】 

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

高（円）  166  197  191  178  167  168  124  107  93

低（円）  142  155  169  157  145  120  72  84  79



第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、第１四半期連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。 
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項の

変更 

(1）連結の範囲の変更 

 第１四半期連結会計期間より、日軽（上海）汽車配件有限公司は新たに子会社と

して設立したため、連結の範囲に含めている。 

 一方、フルハーフ茨城㈱は第２四半期連結会計期間において日本フルハーフ㈱が

吸収合併したため、新日軽ベストシステム㈱は当第３四半期連結会計期間において

日軽情報システム㈱が吸収合併したため、連結の範囲から除外しているが、除外ま

での期間の損益及び剰余金ならびにキャッシュ・フローは四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に含まれているため、連結子会社の数に含

めている。また、㈱日軽プロダクツは第２四半期連結会計期間において清算結了し

たため、㈱ＮＰＣは当第３四半期連結会計期間において清算結了したため、連結の

範囲から除外しているが、除外までの期間の損益及び剰余金ならびにキャッシュ・

フローは四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に含まれ

ているため、連結子会社の数に含めている。 

(2）変更後の連結子会社の数 

  114社 

２．持分法の適用に関する事項

の変更 

(1）持分法適用関連会社の変更 

 ダイキ・ニッケイ・タイ・カンパニー・リミテッドは第２四半期連結会計期間に

おいて当社が同社株式を売却したため、持分法の適用範囲から除外しているが、除

外までの期間の損益及び剰余金は四半期連結損益計算書に含まれているため、持分

法適用関連会社の数に含めている。 

(2）変更後の持分法適用関連会社の数 

  20社 

３．会計処理基準に関する事項

の変更 

(1）「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として移動平均法に

基づく原価法によっていたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用されたことに伴

い、主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）により算定している。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は3,279百万円減少し、経常損

失及び税金等調整前四半期純損失はそれぞれ3,279百万円増加している。 

  なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。 

  (2）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の

適用 

 第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連

結決算上必要な修正を行なっている。 

 なお、これによる四半期連結財務諸表に与える影響は軽微である。 
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 該当事項はない。 

  

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

  (3）「リース取引に関する会計基準」等の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっていたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計

基準第13号 （平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日

改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第16号 （平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年

３月30日改正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結

財務諸表から適用できることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこ

れらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却

の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

している。リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外フ

ァイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理を引き続き適用している。 

 なお、これによる四半期連結財務諸表に与える影響は軽微である。 

【簡便な会計処理】 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

１．たな卸資産の評価方法  当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第





  

  

  

（四半期連結損益計算書関係） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。 

給料手当及び賞与 百万円21,367

当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。 

給料手当及び賞与 百万円6,862

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係(平成20年12

月31日現在) 

現金及び預金勘定 百万円38,184

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △285

現金及び現金同等物の四半期末残高  37,899

（株主資本等関係） 

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額  

  

(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

 該当事項はない。 

当Ǚ 配  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

  

   当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

当社グループの事業区分の方法は、アルミニウムに関する製品の種類・性質・製造形態を考慮して区分して

いる。 

 （注）２．各事業区分の主要製品 

  (注）３． 会計処理の方法の変更 

（「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用）  

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として移動平均法に基づく原価法によってい

たが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年

７月５日）が適用されたことに伴い、主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定している。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、「アルミナ・

化成品、地金」が727百万円、「加工製品、関連事業」が1,260百万円減少し、営業損失は、「板、押出製

品」が1,178百万円、「建材製品」が114百万円増加している。  

  (注）４． 追加情報 

当社及び国内連結子会社は、減価償却資産の耐用年数等に関する平成20年度法人税法の改正を契機とし

て、資産の利用状況を見直した結果、第１四半期連結会計期間より、機械装置等の耐用年数を変更してい

る。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、「アルミナ・

化成品、地金」が416百万円、「加工製品、関連事業」が498百万円減少し、営業損失は、「板、押出製品」

が387百万円、「建材製品」が87百万円増加している。 

  

アルミナ・
化成品、 

地金 
（百万円） 

板、押出
製品 

（百万円） 

加工製品、
関連事業 

（百万円） 

建材製品
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高  28,085 16,141 58,608 30,792  133,626  － 133,626

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 17,662 6,558 4,266 832  29,318  (29,318)  － 

計  45,747 22,699 62,874 31,624  162,944  (29,318) 133,626

営業利益又は営業損失（△）  



当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日）  

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略した。  

  

  当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

   

  当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

（注）１．本邦以外の国又は地域における海外売上高の合計は、全て連結売上高の10％未満であるため、「そ  

     の他」として一括して記載している。 

   ２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はない。

  

 ヘッジ会計が適用されているため記載していない。 

  

【所在地別セグメント情報】 

【海外売上高】 

  その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  13,385  



１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純損失金額 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期

純損失であるため記載していない。 

２．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

 該当事項はない。 

  

 著しい変動がないため、記載していない。 

  

（１株当たり情報） 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額  円 銭196 17 １株当たり純資産額 円 銭223 61

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） 円01銭△14 １株当たり四半期純損失金額（△） 円 銭△12 97

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

四半期純損失（△）（百万円）  △7,627  △7,057

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円）  △7,627  △7,057

普通株式の期中平均株式数（千株）  544,351  544,234

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

－  － 

（重要な後発事象） 

（リース取引関係） 

２【その他】 

 該当事項はない。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年２月13日

日本軽金属株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 渋谷 道夫  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 和田 榮一  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 狩野 茂行  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 加藤 秀満  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本軽金属株式

会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本軽金属株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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